
韓国人観光客誘致促進事業の企画提案募集要領 

 

山梨県では、国別訪日旅行者数第１位である韓国からの誘客を強化し、観光

客の増加を図るため、山梨県の観光資源を韓国の旅行会社及び一般消費者に対

して PR することとし、韓国やまなしデスクの設置や富士の国やまなし広報展を

通じ、継続的なプロモーションや韓国国内での情報発信を強化することで、本

県の知名度向上を図り、韓国からの誘客を図るため、「韓国人観光客誘致促進

事業」を実施します。ついてはプロポーザル方式により平成２５年度の委託先

を選定することとし、「韓国人観光客誘致促進事業」に関する提案を募集する

こととしました。 

本要領はその募集・選定に関する手続きについて定めます。 

 

１  業務の名称 

韓国人観光客誘致促進事業（以下「本件業務」という。） 

 

２  業務の概要 

（１）受託する業務 

Ⅰ．韓国やまなしデスク設置 

Ⅱ．富士の国やまなし広報展 

詳細は別添業務仕様書による。 

 

３  委託期間 

委託契約締結の日から平成２６年３月３１日まで。 

 

４  応募資格 

（１）韓国において本件業務の類似業務について実績がある法人等であるこ

と。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項

及び第２項各号に規定する者に該当しないものであること。 

（３）本件業務の委託契約に支障がない体制が整えられていること。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）

又は法人であってその役員が暴力団員でないこと。 

（５）次の①から⑦までのいずれかに該当する事実があった後２年を経過し

ていない者又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは見積代

理人として使用する者でないこと。 



① 契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物

件の品質若しくは数量に関し不正の行為をした者 

② 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げた者又は公

正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した

者。 

③ 契約の締結をすること又は契約者が契約の履行をすることを妨げ

た者。 

④ 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 234 条の 2 第 1 項の規定に

よる監督又は検査の実施にあたり職員の職務の執行を妨げた者。 

⑤ 正当な理由なく契約を履行しなかった者。 

⑥ ①から⑤までのいずれかに該当する事実があった後２年を経過し

ない者を契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として

使用した者。 

⑦ 当県が実施した企画提案競争及び付属書類等に故意に虚偽の事実

を記載した者。 

 （６）日本国内での営業所の有無は問わないが、今回の企画提案及び業務

の遂行に当たっては、使用言語を日本語とし、これに対応できること。 

 

５  提案書の提出 

（１）日本工業規格Ａ４判（横）を基本とする。 

（一部の資料についてはＡ３判も折込みにて可） 

（２）記載上の留意事項 

① 提案書の差し替え及び再提出は、一切認めない。 

なお、選定後においても提案書の記載内容の変更は、原則、認めな

い。 

② 提案書に記載すべき事項は、極力具体的に示し、且つ、可能な限り

簡素化することとし、「７．（２）審査項目」と提案内容の関係が、

明確に判断できるようにすること。 

③ 提案者が他の調査コンサルタント等の協力を得て、又は学識経験者

の援助を受けて業務を実施する場合には提案書にその旨を記載する

こと。 

④ 提案書に盛り込む内容 

・事業の内容に関する具体的な企画案 

（項目、方法、人数、選定理由等） 

・事業実施体制及び作業工程 

・再委託等の有無及び予定 



・法人の概要等 

法人の概要（業務実施体制を含む） 

担当者の氏名及び連絡先 

国又は地方公共団体等における同様の受注業務実績 

・見積（概算及び内訳） 

提案された企画案実施のために必要な経費（租税公課を含む）につ

いて、概算額（人件費、資機材費、交通費、運搬費、諸経費などの

費目毎の内訳）を提示すること。なお、費用については日本国通貨

とする。また、この契約の締結に要する費用及び契約代金その他の

金銭の送金並びに受領に伴う費用は、委託業者の負担とする。 

⑤ その他提出書類 

・誓約書（別添様式による） 

 

（２）提出の方法 

持参又は郵送 

 

（３）提出期限 

平成２５年５月２９日（水）午後５時必着 

持参の場合は土曜日、日曜日、祝日を除く午前９時から午後５時まで 

 

（４）提出部数 

６部 

 

６  事業上限額 

委託料 ４，３９７，０００円以内（租税公課を含む） 

当該金額は、企画提案のために提示する金額であり契約金額ではない。 

 

７  審査・選定方法 

（１）審査・選定方法 

審査員が提案の内容を総合的に審査し、最も優れた提案者を委託先候

補者として選定する。 

（２）審査項目 

別紙「提案書審査基準」による。 

（３）選定結果の通知 

審査の結果は、選定後、提案書提出者に通知する。 

 



８  説明会の開催 

実施しない。 

 

９ その他 

（１） 手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に

限る。 

（２） 企画提案書の作成及び提出に要する費用は、企画提案者側の負担と

する。 

（３） 企画競争に参加をする場合にあっては、念のため「業務名、社名、

担当者名、連絡先電話番号、Ｅメールアドレス」を記載したメール、

又は電話にて、企画競争参加の意向も担当まで連絡されたい。 

（４） このプロポーザルに関して質問がある提案希望者は、平成２５年５

月２７日（月）午後５時までにファクシミリ若しくは電子メールで

質問書を下記１０の連絡先に提出すること。 

（５） 提出期限までに到達しなかった提案書は、いかなる理由をもっても

選定されない。 

（６） 提出された提案書が全て選定するに至らない場合若しくは提案書の

提出がなかった場合は、中止又はその他の方法によることがある。 

（７） 応募資格を有しない者の提案書は受理しない。また、記載内容に不

備がある提案書等、不適切と判断される提案書は受理しないことが

ある。 

（８） 応募や審査等で、企画提案者から当県に提出された書類は返還しな

い。 

（９） 企画提案書が選定された法人等については、当県と協議の上、山梨

県財務規則等の関係法令の規定に基づき委託契約を締結する。また、

選定された提案書の内容については、協議の過程で変更・修正する

場合がある。 

（10） 企画提案書が選定された法人等が、選定から契約締結の間に「４  応

募資格」に掲げた資格のうち、一つでも満たさなくなった場合は契

約を締結しない。また、この場合において、当県は損害賠償の責め

を負わないものとする。 

（11） 選定された場合には、当県の業務担当職員と密接な連絡・調整を行

いながら事業を進めることとする。 

（12） 協議により当県より指示があった場合には、その指示に従い作業を

進めるとともに、当県は作業期間中いつでもその作業状況の報告を

求めることができるものとする。 



（13） この契約の成立及び効力その他の一切の事項については、日本国の

法令に準拠するものとし、管轄裁判所は当県の所在地を管轄する裁

判所とする。 

（14） 受託業者は、事業終了後、当県に実績報告書を提出すること。 

（15） 契約代金の支払は、日本国通貨によって行う。なお、受託業者の受

領時における円/ウォンレートについて、当県は一切関知しない。 

また、この契約の締結に要する費用及び契約代金その他の金銭の送

金並びに受領に伴う費用は、委託業者の負担とする。 

 

１０ 応募先（問い合わせ先） 

山梨県 観光部 国際交流課 国際観光振興担当 

〒４００－８５０１ 甲府市丸の内１－６－１ 西別館５階 

ＴＥＬ：０５５－２２３－１６２０ ＦＡＸ：０５５－２２３－１４３８ 

メール：kokusai@pref.yamanashi.lg.jp 


